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株主各位

証券コード6757

令 和 ６ 年 ４ 月 1 1 日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 天 満 一 丁 目 2 6 番 ３ 号

代表取締役社長 山 田 啓 輔

第54期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第54期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通
知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提
供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ
ブサイトに「第54期定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以
下の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上
げます。
　　当社ウェブサイトhttps://www.osg-nandemonet.co.jp
　トップページより「IR情報」へお進みいただき、ページ内の「IRライブラリ・
株主総会招集通知」をご確認ください。
　また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しており
ますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスし
て、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧
書類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
　　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
　本総会は郵送に加えインターネット等によって議決権を行使することもできま
す。
　なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながらインターネットまたは書面
（郵送）により議決権を行使することができますので、株主総会参考書類をご検
討のうえ、令和６年４月25日（木曜日）午後６時までに議決権をご行使ください
ますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 令和６年４月26日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区天満一丁目26番３号

当社本社　９階会議室
状況に応じて、第２会場へご案内させていただく場合がございますの

で、ご了承くださいますようお願い申し上げます。

（末尾記載の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第54期（令和５年２月１日から令和６年１月31日まで）事業
報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件

２. 会計監査人及び監査等委員会の第54期（令和５年２月１日か
ら令和６年１月31日まで）連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前ページの当社ウェブサイト及び東証ウェブサイト
にその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してください
ますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示のうえ、切

手を貼らずにご投函くださ

い。

日　時 行使期限 行使期限

令和６年４月26日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前９時30分）

令和６年４月25日（木曜日）

午後６時入力完了分まで

令和６年４月25日（木曜日）

午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

見 本

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者に

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。※議決権行使書用紙はイメージです。

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権
行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権
行使をされた場合は、最後に行使されたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がな
い場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法
議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワ

ードを入力することなく、議決権行使サイトにロ

グインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取っ
てください。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パ
スワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間９：00～21：00）
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

（令和５年２月１日から
令和６年１月31日まで）

事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度（令和５年２月１日～令和６年１月31日）につきまし

てご説明いたします。

　当社グループは、中長期経営計画にて発表している2030年のあるべき

姿「ＯＳＧ2030ビジョン」の実現に向け、2022年１月期を初年度とする

「第10次４ヶ年計画」に基づき活動を進めております。「第10次４ヶ年

計画」は、①成長戦略とグローバル化、②生涯顧客構築、③「ステハ

ジ」プロジェクト推進の３点を基本方針として、飛躍に向けた新たな基

盤作りを行っております。

　４つのセグメントにおいて、水関連機器事業、メンテナンス事業、Ｈ

ＯＤ（水宅配）事業は概ね計画どおりに進行しましたが、フランチャイ

ズ事業において、予算を大きく下回りました。

　フランチャイズ事業は「食」をキーワードとして、高齢者向け宅配弁

当、高級食パン専門店の「銀座に志かわ」、中華総菜の老舗「元祖五十

番神楽坂本店」があります。「食」に関する分野は当社グループの成長

エンジンと位置付けしており、特に、当社グループにおける過去最高の

売上及び利益を計上した2021年１月期は「銀座に志かわ」が大きく貢献

しました。それだけに、当連結会計年度における「銀座に志かわ」の売

上及び利益が当社グループの業績に大きく影響を与えました。

　「食パン専門店」業界を取り巻く販売環境は、オーバーストア状態に

より店舗間競争が激化しております。そのような事業環境の中、採算性

を重視した店舗運営やスクラップ＆ビルドを実施しております。他方

で、積極的な商品開発やM&A、海外進出を行っておりますが、当連結会

計年度においては不採算店の閉店や出店戦略の見直し、特別損失の計上

によって業績に影響を与えました。

　なお、フランチャイズ事業が担っている「食」に関する分野につい

て、今後も当社グループの成長エンジンとしての位置付けは変わらず、

グローバル展開も含めて、引き続き積極的に推進していく方針でありま

す。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

　その結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高7,896,271千円（前

期比2.8％減）、営業利益310,068千円（同22.0％減）、経常利益

351,331千円（同21.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は固定

資産の減損や繰延税金資産の取り崩しなどにより49,612千円（同75.0％

減）となりました。

　当連結会計年度の事業４セグメント（水関連機器事業・メンテナンス

事業・ＨＯＤ（水宅配）事業・フランチャイズ事業）における経営成績

及び今後の見通しは次のとおりであります。

【水関連機器事業】

　当社グループが取り組んでいる「ステハジ」プロジェクトは2025年の

大阪・関西万博公式プログラム「TEAM EXPO 2025」として登録されてお

り、熱中症予防や資源循環の観点から会期中だけではなく、会期後の給

水スポット普及にも期待が持てます。全国の様々な企業や団体・自治

体、教育機関との共創の輪も広がっており、給水スポットのニーズは更

に高まっております。特に、自治体や学校、商業施設などにおいてウォ

ータークーラーや水自販機など業務用機器の導入が順調に進んでおりま

す。また、家庭用機器の新ビジネスモデルは、翌年以降の収益にも繋が

る「投資型ストックビジネスモデル」であり、水関連機器事業及びメン

テナンス事業の新たな土台となる安定的な収益基盤の構築を進めており

ます。

　以上の結果、売上高2,164,495千円（前期比10.2％増）、営業利益

20,841千円（前期は81,941千円の営業損失）となりました。

【メンテナンス事業】

　メンテナンス事業につきましては計画どおり推移し、売上高

1,944,802千円（前期比0.7％増）、営業利益381,206千円（同23.0％

増）となりました。

　当社のメンテナンスは、創立以来53年にわたる実績があり、製品設置

後も１軒１軒のお客様宅に訪問してメンテナンスを実施しております。

当社独自の強みであり、継続的に収益を得られるリカーリング型のビジ

ネスモデルであります。今後も顧客満足を更に追求し、サービスの向上

を図ってまいります。

【ＨＯＤ（水宅配）事業】

　ＨＯＤ（水宅配）事業につきましては、災害時に必要な量の水を備蓄

するためにボトルドウォーターのローリングストックを推進しておりま

す。その結果、ボトルドウォーターやロイヤルティなどのストック収益

は順調に推移しております。しかしながら、新規ユーザー獲得が計画を
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

下回ったことにより、加盟店向けのウォーターサーバー等の卸売上が減

少いたしました。また、物流費の高騰や顧客管理システム再構築に伴っ

て販管費が増加したことにより、売上高1,236,270千円（前期比7.6％

減）、営業利益44,789千円（同57.3％減）となりました。

【フランチャイズ事業】

　フランチャイズ事業につきましては、既存の高齢者向け弁当宅配部門

と「銀座に志かわ」部門に、新しく「元祖五十番神楽坂本店」部門が加

わっております。昭和32年創業で、名物「元祖肉まん」をはじめとした

中華まん・点心・饅頭などの中華総菜を販売する老舗「元祖五十番神楽

坂本店」を運営する株式会社D&Dの株式を取得し、子会社化しておりま

す。今後は、生産能力をアップするため新工場建設を行い、まずは東日

本を中心に積極的に出店を進めてまいります。

　「銀座に志かわ」部門は、上述のとおり、国内市場においてはオーバ

ーストア状態による店舗間競争激化の渦中にあります。当社の見立てで

は、日本の食パン市場約3,500億円のうち「食パン専門店」市場は200～

350億円程と考えている中で、最多で約1,800店あると言われていた「食

パン専門店」は現在約600店となりましたが、依然としてオーバースト

ア状態であります。そのような状況において、「銀座に志かわ」は以下

に挙げる取り組みを実施しております。

　①　不採算店舗の統廃合及び直営店化による再構築

　②　競合他社と比較して積極的な商品開発

　　（クリスマス食パン・バレンタイン食パンなど）

　③　海外市場の開拓強化

　海外市場においては、昨年５月に上海新天地店をオープンし、一種の

社会現象を起こすほどになりました。現在は深圳エリアにも進出し、本

年１月20日に３店目がオープンいたしました。４月には上海にて４店目

がオープンする予定であります。中国では伝統的な朝食（饅頭・お餅・

お粥・麺など）があり、食パン市場はまだまだ未形成市場の状態である

ため、開発に多大なるコストを掛けております。ただ、中国のお茶文化

の中で、コーヒー市場の拡大に伴って食文化の西洋化が進んでおり、当

面は収益性を求めることは厳しい状況ですが、将来に向けての投資も兼

ねて今後も積極的に、中国における「食パン専門店」市場の開拓を目指

してまいります。

　以上の結果、売上高2,568,165千円（前期比11.9％減)、営業損失

133,048千円（前期は74,645千円の営業利益）となりました。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況、対処すべき課題

期　別
区　分

令和５年１月期（前期） 令和６年１月期（当期）

金 額 構成比 金 額 構成比

千円 ％ 千円 ％
水 関 連 機 器 事 業 1,964,854 24.2 2,164,495 27.4

メ ン テ ナ ン ス 事 業 1,930,443 23.8 1,944,802 24.6

ＨＯＤ（水宅配）事業 1,337,491 16.5 1,236,270 15.7

フランチャイズ事業 2,916,342 35.9 2,568,165 32.5

調 整 額 △22,357 △0.3 △17,462 △0.2

計 8,126,774 100.0 7,896,271 100.0

セグメント別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）１．構成比は小数第１位未満を四捨五入して表示しております。
２．調整額の区分は、主にセグメント間の取引売上の金額であります。

(2) 設備投資の状況

　特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社グループは「第10次４ヶ年計画」の最終年度である2025年１月期を迎

えるにあたり、「成長戦略とグローバル化」、「生涯顧客構築」、「『ステ

ハジ』プロジェクト推進」の基本方針を引き続き進めてまいります。特に、

2025年８月に迎える創立55周年に向けて、積極的に販売促進企画を実施して

まいります。

　なお、当社グループの成長事業である「フランチャイズ事業」について、

当社グループでの位置づけは今後も変わらず、グローバル展開も含めて積極

的に推進してまいります。株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬ

ご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

－ 8 －
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財産及び損益の状況の推移、重要な子会社の状況、主要な事業内容

区　　分
第51期

令和２.２.１から
令和３.１.31まで

第52期
令和３.２.１から
令和４.１.31まで

第53期
令和４.２.１から
令和５.１.31まで

第54期（当期）
令和５.２.１から
令和６.１.31まで

売 上 高 (千円) 10,235,091 9,867,535 8,126,774 7,896,271

経 常 利 益 (千円) 1,254,372 1,161,572 447,095 351,331

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(千円) 583,036 638,498 198,137 49,612

１株当たり当期純利益 （円） 118.15 122.90 38.14 9.55

純 資 産 (千円) 3,084,302 3,690,516 3,424,759 3,171,998

総 資 産 (千円) 6,257,085 6,813,776 6,732,036 6,725,217

１株当たり純資産額 （円） 507.08 598.00 558.13 527.27

(5) 財産及び損益の状況の推移

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。また、１株当
たり純資産額は、期末発行済株式数（期末自己株式数を除く）により算出しており、それ
ぞれ小数第２位未満を四捨五入して表示しております。

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 な 業 務 内 容

株 式 会 社
ＯＳＧウォーターテック

47,000千円 100.0％
電解水素水生成器及び浄水器等
の製造、海外向け販売

欧愛水（上海）環保科技
有 限 公 司

400,000千円 100.0％
電解水素水生成器及び浄水器等
の製造、販売

株式会社ウォーターネット 340,000千円 66.0％

ミネラルウォーター製造装置の
販売及びウォーターサーバー並
びにボトルドウォーターの宅配
業務

株 式 会 社 銀 座 仁 志 川 100,000千円 66.7％
食パンの製造・販売及び、店舗
のフランチャイズ展開

(6) 重要な子会社の状況

(7) 主要な事業内容（令和６年１月31日現在）

　当社グループは、「健康と環境」をキーとした生活密着型商品（現在は主

として電解水素水生成器及び浄水器、水自販機、衛生管理機器、ＨＯＤ（水

宅配）事業、ウォータークーラー等）の開発、製造、販売に加えて、フラン

チャイズ事業を行っております。

－ 9 －
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主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

株式会社ＯＳＧコーポレーション

本 社 大阪市北区

東 京 営 業 本 部 東京都港区

札 幌 営 業 所 札幌市中央区

仙 台 支 店 仙台市青葉区

名 古 屋 支 店 名古屋市千種区

広 島 支 店 広島市中区

福 岡 支 店 福岡市博多区

その他　営業所　３拠点

株式会社ＯＳＧウォーターテック

本 社 川 越 工 場 埼玉県川越市

株式会社ウォーターネット

本 社 東京都中央区

株式会社銀座仁志川

本 社 東京都中央区

名 称 所 　 在 　 地

欧愛水（上海）環保科技有限公司 中国上海市

(8) 主要な営業所及び工場（令和６年１月31日現在）

①　国内の主要拠点

②　海外の主要拠点

－ 10 －
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使用人の状況、主要な借入先

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

351名（517名） 17名減（６名減）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

202名（49名） ５名増（９名減） 39才７ヵ月 13年２ヵ月

(9) 従業員の状況（令和６年１月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．（　）は外書きで、臨時従業員数であります。

②　当社の従業員の状況

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．（　）は外書きで、臨時従業員数であります。

借 入 先 借 入 額

千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 570,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 500,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 213,316

(10) 主要な借入先（令和６年１月31日現在）

－ 11 －
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会社の株式に関する事項

①　発行可能株式総数 17,600,000株

②　発行済株式の総数 5,500,000株

③　株主数 4,730名

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

株 ％
株 式 会 社 三 愛 コ ス モ ス 2,000,000 38.50

Ｏ Ｓ Ｇ 社 員 持 株 会 231,870 4.46

湯 川 　 剛 121,680 2.34

湯 川 　 大 99,000 1.91

湯 川 　 学 99,000 1.91

吉 田 晴 雄 80,000 1.54

矢 澤 美 和 73,200 1.41

畑 勝 73,000 1.41

Ｓ Ｈ Ａ Ｏ 　 Ｊ Ｉ Ｅ 71,400 1.37

島 田 邦 一 54,600 1.05

２．会社の株式に関する事項（令和６年１月31日現在）

（自己株式　305,080株を含む）

④　大株主（上位10名）

（注） 持株比率は自己株式（305,080株）を控除して算出しております。また、小数第２位未

満を四捨五入して表示しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員（当社役員であった者を

含む。）に対し交付された株式の状況

該当事項はありません。

－ 12 －
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会社の新株予約権等に関する事項

３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況

　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付された新株予約

権の状況

　該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要事項

　該当事項はありません。

－ 13 －
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会社役員に関する事項

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

湯 川 　 剛 取締役会長（代表取締役）
㈱三愛コスモス代表取締役社長
㈱銀座仁志川代表取締役会長

山 田 啓 輔 取締役社長（代表取締役） ㈱銀座仁志川取締役

溝 端 雅 敏 取 締 役
㈱ＯＳＧウォーターテック代表取締役社長
欧愛水（上海）環保科技有限公司董事長

大 垣 雅 宏 取 締 役 （ 営 業 本 部 長 ） ㈱ＯＳＧウォーターテック取締役

安 岡 正 彦 取 締 役 （ 管 理 部 長 ）
㈱ＯＳＧウォーターテック監査役
㈱ウォーターネット監査役

佐 藤 八 枝 子 取締役（監査等委員・常勤）

山 口 克 隆 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 公認会計士

岡 村 英 祐 取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 弁護士

４．会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況（令和６年１月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）佐藤八枝子氏は、常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を
選定している理由は、必要な社内情報の収集・共有を行うとともに、会計監査人、内部監査
室等と緊密に連携して、監査等委員会の監査・監督の実効性を高めるためであります。

２. 取締役（監査等委員）山口克隆及び岡村英祐の両氏は、社外取締役であります。また、当社
は、両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出を行っております。

３. 取締役（監査等委員・常勤）佐藤八枝子氏は、当社子会社の代表取締役及び当社取締役を経
験しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。取締役（監査等委
員）山口克隆氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。取締役（監査等委員）岡村英祐氏は、弁護士の資格を有しており、企業
法務並びに法律に関する相当程度の知見を有しております。

４. 責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役等であるものを除
く。）との間に、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができ
る旨を定款に定めており、取締役（監査等委員・常勤）佐藤八枝子、取締役（監査等委員)
山口克隆及び岡村英祐の３氏との間で責任限定契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

(2) 取締役の報酬等

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を

除く。以下、イ．内において「取締役」という。）の個人別の報酬

等の内容に係る決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等に

ついて、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取

締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、
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会社役員に関する事項

当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとお

りであります。

ａ．基本報酬に関する方針

当社の役員の報酬の決定については役員報酬規程に基づき、株主

総会においてその総枠を決議し、配分方法の取り扱いを取締役会で

協議のうえで決定しております。当社の取締役の報酬等の額又はそ

の算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者は、取締役会

から委任された代表取締役会長及び社長であり、その権限の内容及

び裁量の範囲は、株主総会で決定された総額の限度内で、当社の業

績を勘案したうえで各取締役の職務・職責・成果などの評価をもと

に、報酬額を決定しております。権限を委任した理由は、当社全体

の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当領域や職責の評価を行うには代

表取締役会長及び社長が最も適しているからであります。

当社の監査等委員である取締役の報酬等の額又はその算定方法の

決定に関する方針の決定権限を有する者は監査等委員であり、その

権限の内容及び裁量の範囲は、株主総会で決定された総額の限度内

で、監査等委員の協議にて決定しております。

当事業年度における、当社の取締役の報酬等の額の決定過程にお

ける取締役会の活動内容については、概ね前事業年度の報酬実績を

踏襲する方針のもと、代表取締役会長湯川剛及び社長山田啓輔に一

任しております。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針

定めておりません。

ｃ．非金銭報酬等に関する方針

定めておりません。

ｄ．報酬等の割合に関する方針

固定報酬しか定めていないため、割合の決定に関する方針は定め

ておりません。

ｅ．報酬等の付与時期や条件に関する方針

固定報酬に関しては、月額支給としております。その他の報酬に

ついては、支給することを定めておりませんので、条件等の決定に

関する方針は定めておりません。
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会社役員に関する事項

区 分
報 酬 等 の

総額（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役 員 の

員数（名）基本報酬
業績連動

報 酬 等

非 金 銭

報 酬 等

取締役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

46,890

(－)

46,890

(－)

－

(－)

－

(－)

５

(－)

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

5,737

(2,600)

5,737

(2,600)

－

(－)

－

(－)

４

(２)

合　　　計

（うち社外取締役）

52,627

(2,600)

52,627

(2,600)

－

(－)

－

(－)

９

(２)

取締役（監査等委員を除く） ５名 3,420千円

取締役（監査等委員） ３名 387千円（うち社外取締役２名は200千円）

区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
（監査等委員）

山 口 克 隆

当事業年度に開催された取締役会には16回中16回出席し、ま
た、監査等委員会には12回中12回に出席いたしました。公認会
計士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査等委員会において、当社の内部監査及び内部
統制について必要な発言を適宜行っております。

岡 村 英 祐

当事業年度に開催された取締役会には16回中16回出席し、ま
た、監査等委員会には12回中12回に出席いたしました。弁護士
としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。また、監査等委員会において、当社の内部監査及び内部統
制について必要な発言を適宜行っております。

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、従業員兼務取締役の従業員分給与は含ま
れておりません。

２. 取締役の報酬限度額は、平成29年４月27日開催の第47期定時株主総会において、取締役（監
査等委員を除く）について年額120百万円以内（ただし、従業員分給与は含まない）、取締
役（監査等委員）について年額30百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結
時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は５名、取締役（監査等委員）の員数は３名であ
ります。

３. 上記には、役員退職慰労引当金として当事業年度に計上した3,807千円が含まれておりま
す。

４. 当事業年度末日現在の取締役（監査等委員を除く）は５名、取締役（監査等委員）は３名
（うち社外取締役は２名）であります。上記の取締役の員数と相違しておりますのは、令和
５年４月27日開催の第53期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員）１
名を含んでいるためであります。

(3) 社外役員に関する事項

当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する事項

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 48,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

48,000千円

５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人　トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額

と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま

す。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬の

見積りの算定根拠などが適切であるかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招

集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告い

たします。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

６. 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

及び運用状況の概要
　当社の内部統制の充実に向けての基本方針及び運用状況の概要は、次のとお

りであります。

(1) 取締役・従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための

体制

　平成17年７月制定の「コンプライアンスポリシー」並びに「コンプライア

ンス規程」を、役職員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるため

の行動規範とする。また、その徹底を図るため、「コンプライアンス委員

会」において、コンプライアンスの取り組みを組織横断的に統括するととも

に、同委員会を中心に役職員教育、周知徹底等を行う。

　内部監査室は、同委員会と連携してコンプライアンスの状況を監査し、こ

れらの活動は、定期的に取締役会及び監査等委員会に報告されるものとす

る。

　法令上疑義のある行動等について、従業員が直接情報提供を行う手段は、

「コンプライアンス規程」に定める。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁媒

体（以下文書等という）に記録し、保存する。取締役は、「文書管理規程」

により、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、品質、安全、情報セキュリティ及び輸出入管理

等に係るリスクについては、業務の健全性を確保するために、担当部署に

て、規程・規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配

布を行うものとする。

　組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は、総務部が行うものとす

る。

　また、新たに生じたリスクについては、総務部にて確認し、取締役会にお

いて速やかに対応責任者となる取締役を定める。
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業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役及び従業員が共有する全社的な目標や目標を達成する

ための施策を議論を踏まえて決定し、当事者の参画意識を高める。

　業務担当取締役は、その目標達成のために各部門の具体的目標及び施策を

権限と責任をもって効率的に達成していく方法を定め、ＩＴ等の活用や記録

等により、定例的に進捗状況をレビューし、全社的な業務の効率化を実現す

るシステムを構築する。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

　当社及びグループ各社における内部統制の構築を目指し、当社にグループ

各社全体の内部統制に関する担当部署を設けるとともに、当社及びグループ

各社間での内部統制に関する協議、情報の共用化、指示・要請の伝達等が効

率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

　内部統制担当部署は、グループ各社の業務を所管する部署と連携して、グ

ループ各社における内部統制に関する状況を把握し、必要に応じて指導を行

うとともに当社取締役会に報告する。

(6) 監査等委員がその補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該

従業員に関する事項並びにその従業員の取締役（監査等委員である取締役

を除く。）からの独立性に関する事項

　監査等委員会は、内部監査室との協議により監査等委員の要望した事項の

内部監査を実施し、その結果を監査等委員会に報告する。

　監査等委員より監査業務に必要な命令を受けた内部監査室長は、その命令

に関して、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令を受けな

い。

－ 19 －



2024/03/29 16:34:00 / 23064251_株式会社ＯＳＧコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要

(7) 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員が監査等委員に報

告するための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、会社に著しい損害を及ぼ

す恐れのある事実があることを発見した時は、法令に従い、直ちに監査等委

員に報告する等、あらかじめ取締役（監査等委員である取締役を除く。）と

協議して定めた監査等委員に対する報告事項について適時報告する。

　また、監査等委員が閲覧する資料、監査等委員が出席する会議を明確に

し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）への周知徹底を行う。

(8) その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役会に取締役（監査等委員である取締役を除く。）とのヒアリングの

機会を設けるとともに、代表取締役社長と定期的に意見交換を実施する。

(9) 業務の適正性を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、「コンプライアンス規程」に基づき、月１回「コンプライアンス

委員会」を開催し、法令・社内規定等の遵守状況を審議しております。当社

の取締役会は、月１回開催し、グループ各社の経営課題等について全役員の

問題意識を共有しております。また当社各部門から毎月の活動状況の報告を

受け、取締役の情報共有と経営管理の充実を図っております。当社の内部監

査室は、全国の拠点を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を、

代表取締役及び監査等委員に報告しております。当社の監査等委員会は、

「監査等委員会監査等基準」に基づき、審議をしております。各監査等委員

は、取締役会において発言を行い、常勤監査等委員は、この他重要な会議に

出席し、発言、調査する等監査の充実を図っております。

本事業報告中の記載金額は、表示数値未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（令和６年１月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

工具器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

借 地 権

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,457,808

2,701,568

112,420

703,401

285,156

419,984

245,934

△10,659

2,267,409

1,463,172

638,734

31,952

723,955

65,849

2,681

242,268

47,197

178,000

17,070

561,967

24,241

96,105

490,209

△48,588
　

流 動 負 債 2,644,640

支払手形及び買掛金 275,584

短 期 借 入 金 1,332,500

一年内返済予定長期借入金 88,710

未 払 法 人 税 等 144,318

賞 与 引 当 金 35,631

契 約 負 債 374,329

そ の 他 393,566

固 定 負 債 908,578

長 期 借 入 金 172,705

退職給付に係る負債 232,171

役員退職慰労引当金 163,802

資 産 除 去 債 務 126,922

そ の 他 212,975

負 債 合 計 3,553,218

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,668,959

資 本 金 601,000

資 本 剰 余 金 689,030

利 益 剰 余 金 1,516,449

自 己 株 式 △137,519

その他の包括利益累計額 70,170

その他有価証券評価差額金 2,808

為替換算調整勘定 67,361

非 支 配 株 主 持 分 432,868

純 資 産 合 計 3,171,998

資 産 合 計 6,725,217 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,725,217

連 結 貸 借 対 照 表

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（令和５年２月１日から
令和６年１月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,896,271

売 上 原 価 3,243,580

売 上 総 利 益 4,652,690

販売費及び一般管理費 4,342,621

営 業 利 益 310,068

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,610

助 成 金 収 入 12,542

違 約 金 収 入 6,205

保 険 解 約 返 戻 金 12,230

受 取 補 償 金 578

そ の 他 18,379 51,546

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5,091

支 払 手 数 料 450

減 価 償 却 費 745

商 品 廃 棄 損 1,314

そ の 他 2,683 10,284

経 常 利 益 351,331

特 別 損 失

減 損 損 失 153,969

固 定 資 産 除 却 損 23,587

訴 訟 和 解 金 20,000 197,556

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 153,774

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 182,109

法 人 税 等 調 整 額 29,958 212,067

当 期 純 損 失 （ △ ） △58,293

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △107,905

親会社株主に帰属する当期純利益 49,612

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（令和５年２月１日から
令和６年１月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

令和５年２月１日残高 601,000 688,980 1,691,809 △137,428 2,844,360

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △207,800 － △207,800

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － 49,612 － 49,612

自 己 株 式 の 取 得 － － － △90 △90

連 結 範 囲 の 変 動 － － △17,171 － △17,171

そ の 他 － 49 － － 49

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － 49 △175,359 △90 △175,400

令和６年１月3 1日残高 601,000 689,030 1,516,449 △137,519 2,668,959

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

令和５年２月１日残高 △810 55,937 55,126 525,272 3,424,759

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △207,800

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

－ － － － 49,612

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △90

連 結 範 囲 の 変 動 － － － － △17,171

そ の 他 － － － － 49

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

3,619 11,424 15,043 △92,404 △77,360

連結会計年度中の変動額合計 3,619 11,424 15,043 △92,404 △252,761

令和６年１月3 1日残高 2,808 67,361 70,170 432,868 3,171,998

連結株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

イ．連結子会社の数……………………13社

ロ．主要な連結子会社の名称…………㈱ＯＳＧウォーターテック、欧愛水（上海）環保科

技有限公司、㈱ウォーターネット、㈱銀座仁志川

その他９社

このうち、事業を開始しておらず、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結

の範囲から除いていた子会社１社については、当連結会計年度より事業を開始したため連

結の範囲に含めております。

また、その他１社は、連結子会社間の合併により消滅したため連結の範囲から除外してお

ります。

(2) 連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社のうち、その他のうち１社は３月31日、１社は４月30日が決算日であり、欧愛

水（上海）環保科技有限公司及びその他３社の決算日は12月31日であります。連結計算書

類の作成にあたっては、連結決算日現在で決算に準じた仮決算を行った計算書類を使用し

ておりますが、12月決算のその他のうち１社は同日現在の計算書類を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物は定額法）を採用し、在外連結子会社は主として定額法を採用しておりま

す。

主な耐用年数

建物　15年～39年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
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連結注記表

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上

しております。

ハ．役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を

計上しております。

④　重要な収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日）等を適用して

おり、当社グループでは、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービス

の移転との交換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識してい

ます。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

（水関連機器事業）

主にアルカリイオン整水器、アルカリ自販機、衛生管理機器等の商品又は製品の販売及

び取り付けサービスの提供を行っております。本取引においては、支配の移転から代金

の決済までの期間はすべて1年以内であるため、収益認識に関する会計基準第58項を適

用し、取引価格の測定について金融要素を考慮しないものとしています。また、顧客と

の間で一定期間の注文数量等に応じて当社が顧客に対してリベート等を支払う契約を締

結する場合があり、リベート等の金額は取引価格から減額しております。商品、製品及

び取り付けサービス等は通常それぞれを独立して販売しており、契約に複数の履行義務

が識別される場合には、取引価格を独立販売価格の比率に基づき配分して算定しており

ます。本取引における収益は、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める代

替的な取扱いの要件を充足する場合には出荷時に収益を認識し、当該規定の要件を充足

しない場合には設置完了時に収益を認識しております。

この他、（メンテナンス事業）と同様に、アルカリイオン整水器等のカートリッジの交

換又は補修部品の販売を行っております。
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（メンテナンス事業）

主にアルカリイオン整水器等のカートリッジの交換やメンテナンスサービスの提供及び

補修部品等の販売を行っております。本取引においては、支配の移転から代金の決済ま

での期間はすべて1年以内であるため、収益認識に関する会計基準第58項を適用し、取

引価格の測定について金融要素を考慮しないものとしています。また、顧客との間で一

定期間の注文数量等に応じて当社が顧客に対してリベート等を支払う契約を締結する場

合があり、リベート等の金額は取引価格から減額しております。カートリッジの交換や

メンテナンスサービス及び補修部品は通常それぞれを独立して販売しており、契約に複

数の履行義務が識別される場合には、取引価格を独立販売価格の比率に基づき配分して

算定しております。本取引における収益は、カートリッジ交換やメンテナンス作業の完

了時に収益を認識し、補修部品等の販売で収益認識に関する会計基準の適用指針第98項

に定める代替的な取扱いの要件を充足する場合には出荷時に収益を認識しております。

この他、（水関連機器事業）と同様に、アルカリイオン整水器、アルカリ自販機、衛生

管理機器等の商品又は製品等の販売を行っております。

（ＨＯＤ（水宅配）事業）

主に加盟店に対して製品水、ウォーターサーバー等の商品又は製品の販売を行っており

ます。本取引においては、支配の移転から代金の決済までの期間はすべて1年以内であ

るため、収益認識に関する会計基準第58項を適用し、取引価格の測定について金融要素

を考慮しないものとしています。製品水、ウォーターサーバー等の商品又は製品は通常

それぞれを独立して販売しており、契約に複数の履行義務が識別される場合には、取引

価格を独立販売価格の比率に基づき配分して算定しております。本取引における収益

は、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いの要件を充足

する場合には出荷時に収益を認識しております。

この他、（フランチャイズ事業）と同様に、加盟店から収受する加盟金等があります。

（フランチャイズ事業）

主に加盟店に対する厨房機器、原材料等の販売、直営店での食パン等の販売を行ってお

ります。また、その他として、加盟店から収受する加盟金等があります。

加盟店に対する厨房機器、原材料等の販売取引においては、支配の移転から代金の決済

までの期間はすべて1年以内であるため、収益認識に関する会計基準第58項を適用し、

取引価格の測定について金融要素を考慮しないものとしています。厨房機器、原材料等

は通常それぞれを独立して販売しており、契約に複数の履行義務が識別される場合に

は、取引価格を独立販売価格の比率に基づき配分して算定しております。本取引におけ

る収益は、収益認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いの要件

を充足する場合には出荷時に収益を認識し、当該規定の要件を充足しない場合には設置

完了時に収益を認識しております。

直営店での食パン等の販売取引においては、支配の移転から代金の決済までの期間はす

べて1年以内であるため、収益認識に関する会計基準第58項を適用し、取引価格の測定

について金融要素を考慮しないものとしています。食パン等は独立して販売しており、

取引価格を独立販売価格の比率に基づき配分する取引はありません。本取引における収

益は、食パン等の引き渡し時に収益を認識しております。
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加盟店から収受する加盟金等においては、エリアオーナーたる地位やブランド及びノウ

ハウの供与又は経営指導等のサービスの提供を単一の履行義務であると判断しており、

加盟契約締結後、概ね２ヶ月以内に受領しております。本取引における取引価格は加盟

契約書で定められており、取引価格を独立販売価格の比率に基づき配分する取引はあり

ません。エリアオーナーたる地位やブランド及びノウハウの供与又は経営指導等のサー

ビスは契約期間にわたり提供するものであるため、契約期間にわたり収益を認識してい

ます。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る負債

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定は簡便法によっており

ます。

また、連結子会社のうち㈱ＯＳＧウォーターテック及び㈱ウォーターネットにおいて

は、従業員退職金の全額について中小企業退職金共済制度に加入しており、当連結会計

年度の掛金拠出額を退職給付費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、

時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。な

お、連結計算書類に与える影響はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント

水関連機器

事業

メンテナ

ンス

事業

Ｈ Ｏ Ｄ

（水宅配）

事業

フラン

チャイズ

事業

計 合計

水関連機器の製・商品 1,320,096 630,017 － － 1,950,113 1,950,113

メンテナンスサービス

及び補修部品
677,690 1,282,655 － － 1,960,346 1,960,346

加盟店への

製・商品販売
－ － 934,630 742,197 1,676,828 1,676,828

直営店での販売 － － 57,291 1,507,844 1,565,135 1,565,135

その他 156,586 27,415 234,699 317,597 736,299 736,299

顧客との契約から

生じる収益
2,154,373 1,940,088 1,226,621 2,567,639 7,888,723 7,888,723

その他の収益 3,061 4,487 － － 7,548 7,548

外部顧客への売上高 2,157,434 1,944,575 1,226,621 2,567,639 7,896,271 7,896,271

３．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記(3) 会計方針に関

する事項　④　重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載

を省略しております。

－ 28 －



2024/03/29 16:34:00 / 23064251_株式会社ＯＳＧコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

（単位：千円）

当連結会計年度

１年以内 157,854

１年超２年以内 117,480

２年超３年以内 82,722

３年超 67,377

合計 425,434

(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係

並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識す

ると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

①　契約負債の残高等

契約負債は主に加盟金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩

されます。

当連結会計年度に認識された収益額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は、279,099千円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が減少した理

由は、主に加盟金の収受の減少によるものであります。過去の期間に充足（又は部分的

に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に、取引価格の変動）

の額に重要性はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の

簡便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含

めておりません。
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有形固定資産 285,343千円

無形固定資産 179,457千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,574,960千円

建物及び構築物 180,371千円

土地 723,445千円

定期預金 145,005千円

短期借入金 522,500千円

長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む） 148,316千円

４．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

フランチャイズ事業

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、事業用資産は主に事業セグメントを基準としてグルーピングを行って

おりますが、フランチャイズ事業セグメントではフランチャイズ加盟店の他に直営店を

出店しており、直営店については店舗を基準としてグルーピングを行っております。

減損の兆候の把握においては、営業損益が継続してマイナスとなっているか、又は、継

続してマイナスとなる見込みであるか、資産又は資産グループの市場価格が著しく下落

しているか等について検討しております。

また、減損損失を認識するかどうかの判定においては、資産又は資産グループから得ら

れる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって行い、資

産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下

回る場合には、減損損失を認識しております。

翌連結会計年度以降の営業損益の見積りや割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積

りは、過去の実績や市場環境を反映して不確実性も考慮した事業計画を基礎としており

ます。この結果、当連結会計年度においては一部の店舗において153,969千円を減損損

失として特別損失に計上しております。

減損の兆候の把握及び減損損失を認識するかどうかの判定は慎重に検討しております

が、市場環境の変化及び会社の経営状況により、上述の見積り額の前提とした条件や仮

定に変更が生じた場合、減損処理が必要となる可能性があります。

５．連結貸借対照表に関する注記

(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

発 行 済 株 式

普 通 株 式 5,500,000 － － 5,500,000

合　計 5,500,000 － － 5,500,000

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日 効力発生日

令和５年４月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 207,800 40 令和５年１月31日 令和５年４月28日

付 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基 準 日 効力発生日

令和６年４月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 207,796 40 令和６年１月31日 令和６年４月30日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

(2) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

７．連結損益計算書に関する注記

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してお

りません。顧客との契約から生じる収益の金額は、「３．収益認識に関する注記（1）顧客

との契約から生じる収益を分解した情報」に記載しております。
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（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 投資有価証券（注２） 18,097 18,097 －

(2) 長期貸付金 8,722

貸倒引当金（注３） △3,918

差引 4,803 4,787 △15

資産計 22,901 22,885 △15

(1) 長期借入金
一年内返済予定長期借入金を含む

261,415 259,965 △1,450

(2) リース債務 8,456 8,434 △21

負債計 269,872 268,399 △1,472

（単位：千円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 6,144

８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、余裕資金の範囲内での運用に限定し、当社グルー

プ運用方針に基づき、主に安全性の高い金融資産で運用しております。当社グループが保

有する金融商品には売上債権や投資有価証券があり、売上債権に係る顧客の信用リスク

は、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。株式等は、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、投機的な取引は行わない方針であります。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。

短期及び長期借入金は、設備投資や運転資金の調達を目的としたものであり、各部署から

の報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成及び更新を行い、手許流動性を管理して

おります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

令和６年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。

（注１）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「未払法人税等」

「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品

の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注３）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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連結注記表

（単位：千円）

区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

投資有価証券

その他有価証券

その他 － 18,097 － 18,097

（単位：千円）

区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

長期貸付金 － 4,787 － 4,787

長期借入金 － 259,965 － 259,965

リース債務 － 8,434 － 8,434

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価

格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②時価をもって連結貸借対照表としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

その他に含まれる投資信託は、市場における取引価格が存在しないことから基準価額によ

っており、レベル２に分類しております。

長期貸付金

長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び

信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分

類しております。

長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）

長期借入金の時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フロー

と、返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。
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連結注記表

１株当たり純資産額 527.27円

１株当たり当期純利益 9.55円

場所（会社） 用途 種類 減損損失

東京都、他

（㈱銀座仁志川）
事業用資産 建物、工具器具及び備品等 153,969千円

リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値によって算出しており、レベル２の時価に分類しております。

９．賃貸等不動産に関する注記

記載すべき重要なものはないため、開示を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．減損損失に関する注記

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社グループは、事業用資産は主にセグメント基準としてグルーピングを行っております。

上記の事業用資産については、フランチャイズ事業の「銀座に志かわ」事業において、レッ

ドオーシャン化による影響を受けたことによりまして、予想を下回る実績となったことによ

り、減損損失（153,969千円）として特別損失に計上しております。その内訳は、建物及び

構築物142,331千円、機械装置及び運搬具4,411千円、工具器具及び備品2,886千円、ソフト

ウェア173千円、その他4,167千円、であります。

回収可能価額の算定にあたっては、使用価値により測定していますが、減損損失を計上した

資産グループについては、将来キャッシュ・フローが見込まれないため、使用価値を零とし

ております。

12．訴訟和解金に関する注記

当社は、顧客紹介手数料支払いに係る提訴を受け、係争中でありましたが、和解が成立い

たしましたので訴訟和解金20,000千円を特別損失に計上しております。
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連結会計監査報告

令和６年３月29日

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奥 村 孝 司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 須 藤 英 哉

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 Ｏ Ｓ Ｇ コ ー ポ レ ー シ ョ ン

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＯＳＧコーポレーションの令和
５年２月１日から令和６年１月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な
事項及びその他の注記について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ＯＳＧコーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容
を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結会計監査報告

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。
・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載
すべき利害関係はない。

以　上
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連結監査役会の監査報告

常勤監査等委員 佐　藤　八枝子 ㊞
監査等委員（社外取締役） 山 口 克 隆 ㊞
監査等委員（社外取締役） 岡 村 英 祐 ㊞

連結計算書類に係る監査報告書

　当監査等委員会は、令和５年２月１日から令和６年１月31日までの第54期
事業年度における連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株
主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及
びその他の注記）について監査いたしました。その方法及び結果につき以下
のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、その定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結計
算書類について取締役及び従業員等から報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要
な検討事項については、会計監査人と協議を行うとともに、その監査の実
施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討い
たしました。

２．監査の結果

　会計監査人、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

令和６年４月１日

株式会社ＯＳＧコーポレーション　監査等委員会

　

連結計算書類に係る監査等委員会の監査報告
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貸借対照表

（令和６年１月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

未 収 入 金

未収還付法人税等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

保 険 積 立 金

長 期 営 業 債 権

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,443,747

751,326

25,663

66,205

451,338

57,483

2,455

27,102

27,796

28,176

6,555

△357

2,325,119

1,151,523

390,304

9,647

3,802

0

22,364

723,955

1,450

32,880

25,710

7,169

1,140,715

6,144

581,809

135,932

8,722

293,531

1,796

87,311

52,684

△27,217
　

流 動 負 債 1,339,924

支 払 手 形 2,997

電 子 記 録 債 務 41,563

買 掛 金 103,209

短 期 借 入 金 822,500

一年内返済予定長期借入金 30,000

未 払 金 141,185

リ ー ス 債 務 5,794

未 払 法 人 税 等 87,749

未 払 消 費 税 等 9,869

契 約 負 債 4,030

預 り 金 37,612

賞 与 引 当 金 28,943

そ の 他 24,467

固 定 負 債 536,318

長 期 借 入 金 5,000

リ ー ス 債 務 105

退 職 給 付 引 当 金 232,171

役員退職慰労引当金 158,907

資 産 除 去 債 務 37,782

そ の 他 102,350

負 債 合 計 1,876,243

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,892,623

資 本 金 601,000

資 本 剰 余 金 1,189,230

資 本 準 備 金 390,401

その他資本剰余金 798,828

利 益 剰 余 金 239,912

利 益 準 備 金 20,000

その他利益剰余金 219,912

繰越利益剰余金 219,912

自 己 株 式 △137,519

純 資 産 合 計 1,892,623

資 産 合 計 3,768,866 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,768,866

貸　借　対　照　表

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（令和５年２月１日から
令和６年１月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,944,658

売 上 原 価 1,394,671

売 上 総 利 益 2,549,987

販売費及び一般管理費 2,218,974

営 業 利 益 331,012

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,118

受 取 賃 貸 料 21,169

そ の 他 21,344 68,632

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,596

支 払 手 数 料 450

減 価 償 却 費 745

賃 貸 原 価 21,302

そ の 他 11 25,106

経 常 利 益 374,538

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 385,207

訴 訟 和 解 金 20,000 405,207

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △30,669

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 114,773

法 人 税 等 調 整 額 △5,162 109,611

当 期 純 損 失 （ △ ） △140,280

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（令和５年２月１日から
令和６年１月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

令和５年２月１日残高 601,000 390,401 798,828 1,189,230 20,000 567,993 587,993

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △207,800 △207,800

当期純損失（△） － － － － － △140,280 △140,280

自己株式の取得 － － － － － － －

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － △348,081 △348,081

令和６年１月31日残高 601,000 390,401 798,828 1,189,230 20,000 219,912 239,912

株 主 資 本

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

令和５年２月１日残高 △137,428 2,240,795 2,240,795

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △207,800 △207,800

当期純損失（△） － △140,280 △140,280

自己株式の取得 △90 △90 △90

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

－ － －

事業年度中の変動額合計 △90 △348,172 △348,172

令和６年１月31日残高 △137,519 1,892,623 1,892,623

株主資本等変動計算書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式……………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

…移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

…総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

…定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備

及び構築物については定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　15年～39年

無形固定資産（リース資産を除く）

…定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
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個別注記表

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支

給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。な

お、退職給付債務の算定は簡便法によっております。

④　役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　令和２年３月31日）等を適用してお

り、当社では、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交

換により、その権利を得ると見込む対価を反映した金額で収益を認識しています。

　ステップ１：顧客との契約を識別する。

　ステップ２：契約における履行義務を識別する。

　ステップ３：取引価格を算定する。

　ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

（水関連機器事業）

主にアルカリイオン整水器、アルカリ自販機、衛生管理機器等の商品又は製品の販売及び取

り付けサービスの提供を行っております。本取引においては、支配の移転から代金の決済ま

での期間はすべて1年以内であるため、収益認識に関する会計基準第58項を適用し、取引価

格の測定について金融要素を考慮しないものとしています。また、顧客との間で一定期間の

注文数量等に応じて当社が顧客に対してリベート等を支払う契約を締結する場合があり、リ

ベート等の金額は取引価格から減額しております。商品、製品及び取り付けサービス等は通

常それぞれを独立して販売しており、契約に複数の履行義務が識別される場合には、取引価

格を独立販売価格の比率に基づき配分して算定しております。本取引における収益は、収益

認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いの要件を充足する場合には

出荷時に収益を認識し、当該規定の要件を充足しない場合には設置完了時に収益を認識して

おります。

この他、（メンテナンス事業）と同様に、アルカリイオン整水器等のカートリッジの交換又

は補修部品の販売を行っております。
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個別注記表

（メンテナンス事業）

主にアルカリイオン整水器等のカートリッジの交換やメンテナンスサービスの提供及び補修

部品等の販売を行っております。本取引においては、支配の移転から代金の決済までの期間

はすべて１年以内であるため、収益認識に関する会計基準第58項を適用し、取引価格の測定

について金融要素を考慮しないものとしています。また、顧客との間で一定期間の注文数量

等に応じて当社が顧客に対してリベート等を支払う契約を締結する場合があり、リベート等

の金額は取引価格から減額しております。カートリッジの交換やメンテナンスサービス及び

補修部品は通常それぞれを独立して販売しており、契約に複数の履行義務が識別される場合

には、取引価格を独立販売価格の比率に基づき配分して算定しております。本取引における

収益は、カートリッジ交換やメンテナンス作業の完了時に収益を認識し、補修部品等の販売

で収益認識に関する会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いの要件を充足する場

合には出荷時に収益を認識しております。

この他、（水関連機器事業）と同様に、アルカリイオン整水器、アルカリ自販機、衛生管理

機器等の商品又は製品等の販売を行っております。

２．会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算

定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指

針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、計算書類

に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

(重要な会計上の見積り)

関係会社株式の評価

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　関係会社株式　581,809千円

　　　　関係会社株式評価損　385,207千円

（２）見積りの内容について財務諸表の利用者の理解に資するその他の情報

関係会社株式の実質価額が帳簿価額に比べ著しく低下した場合には、回復可能性が十分

な証拠によって裏付けられる時を除いて実質価額まで減損処理を行っております。

上記の方針に従い、関係会社株式を評価した結果、当時事業年度に株式会社銀座仁志川

について減損処理を行い、関係会社株式評価損385,207千円を計上しております。外部

環境の変化等によって、実質価額に重要な影響があった場合、翌事業年度の関係会社株

式の評価額に重要な影響を与える可能性があります。

－ 43 －



2024/03/29 16:34:00 / 23064251_株式会社ＯＳＧコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

短期金銭債権 32,355千円

長期金銭債権 24,489千円

短期金銭債務 100,893千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,317,004千円

建物 176,905千円

構築物 3,465千円

土地 723,445千円

短期借入金 522,500千円

長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む） 35,000千円

営業取引 売上高 17,876千円

仕入高 1,160,178千円

販売費及び一般管理費 594千円

営業取引以外の取引 受取賃貸料 21,169千円

受取配当金 25,337千円

雑収入 11,117千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数(株) 当事業年度増加株式数(株) 当事業年度減少株式数(株) 当事業年度末株式数(株)

普 通 株 式 304,980 100 － 305,080

合 計 304,980 100 － 305,080

４．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであります。

(3) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

②　担保に係る債務

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

－ 44 －



2024/03/29 16:34:00 / 23064251_株式会社ＯＳＧコーポレーション_招集通知_電子提供措置用

個別注記表

繰延税金資産

棚卸資産評価損 2,851千円

貸倒引当金 8,432千円

賞与引当金 8,850千円

契約負債 1,232千円

退職給付引当金 70,998千円

役員退職慰労引当金 48,593千円

投資有価証券評価損 9,129千円

関係会社株式評価損 176,271千円

関係会社出資金評価損 80,751千円

減損損失 73,790千円

資産除去債務 12,229千円

その他 10,477千円

繰延税金資産小計 503,609千円

評価性引当額 △410,679千円

繰延税金資産合計 92,930千円

繰延税金負債

資産除去債務 △5,556千円

その他 △61千円

繰延税金負債合計 △5,618千円

繰延税金資産の純額 87,311千円

７．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(5) 重要な収益及び費用の計上基準」に同一

の内容を記載しているため、記載を省略しております。

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
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個別注記表

種 類
氏名又は会
社等の名称

資本金又
は出資金
(千円)

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主(個
人)及びその
近親者が議
決権の過半
数を所有し
ている会社
等(当該会社
等の子会社
を 含 む )

㈱ドゥーイング 10,000
健康機器、健
康食品の販売

－ － 商品の売上
商品の売上

(注)
7,631

電 子 記 録
債 権

4,130

売 掛 金 1,704

種 類
会 社 等 の
名 称

資本金又
は出資金
（千円）

事 業 の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
㈱ＯＳＧウォ
ーターテック

47,000

電解水素水
生成器及び
浄水器等の
製造、海外
向け販売

所有
直接
100

兼任
３名

製品の仕入

製品の仕入
(注１)

1,149,741
電子記録債務 20,978

買掛金 76,299

家賃の受取
(注２)

19,444 － －

１株当たり純資産額 364.32円

１株当たり当期純損失（△） △27.00円

９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当社商品の販売については、他の取引先の条件を勘案し交渉の上決定しております。

(2) 子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 購入価格については、総原価を勘案し、交渉の上決定しております。

２. 取引価格については、土地賃借料及び減価償却費などを勘案し、交渉の上決定してお
ります。

１０．１株当たり情報に関する注記
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個別会計監査報告

令和６年３月29日

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 奥 村 孝 司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 須 藤 英 哉

独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 Ｏ Ｓ Ｇ コ ー ポ レ ー シ ョ ン

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ＯＳＧコーポレーションの令
和５年２月１日から令和６年１月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

会計監査人の監査報告
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個別会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監査役会の監査報告

常勤監査等委員 佐　藤　八枝子 ㊞
監査等委員（社外取締役） 山 口 克 隆 ㊞
監査等委員（社外取締役） 岡 村 英 祐 ㊞

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、令和５年２月１日から令和６年１月31日までの第54期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報
告いたします。
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会
決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締
役及び従業員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説
明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の
上、重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を
行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記）及びその
附属明細書について検討いたしました。
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人、有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和６年４月１日

株式会社ＯＳＧコーポレーション　監査等委員会

　

監査等委員会の監査報告
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘

案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき普通配当40円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、207,796,800円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　令和６年４月30日といたしたいと存じます。
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１

ゆ

湯
 

　
かわ

川
 

　
 

　
 

　
たけし

剛
(昭和22年１月15日生)

昭和40年４月 藤井会計事務所入所
昭和45年８月 ㈱大阪三愛（現当社）設立

代表取締役社長
昭和62年４月 ㈱新大和百貨店（現㈱三愛コスモ

ス）譲受
同社代表取締役社長（現任）

平成２年４月 ㈱ジーエーティ研究所設立
同社代表取締役社長（現任）

平成16年５月 天年三愛環保科技（蘇州）有限公
司（現欧愛水（上海）環保科技有
限公司）設立
同社董事長

平成18年２月 ㈱ニチデン（現㈱ＯＳＧウォータ
ーテック）代表取締役会長

平成18年10月 ㈱ウォーターネット代表取締役社
長

平成19年４月 当社代表取締役会長、ＣＥＯ（現
任）

平成22年９月 珠海欧愛水基水科技有限公司（現
上海欧愛水基水科技有限公司）董
事長

平成25年３月 ㈱ウォーターネット代表取締役会
長

令和２年４月 ㈱銀座仁志川代表取締役会長（現
任）

121,680株

【候補者とした理由】
湯川剛氏は、創業者であり、当社の代表取締役会長を務め、当社グループの経営の
指揮を執り、経営者としての見識、豊富な経験を有していることから、当社取締役
（監査等委員である取締役を除く。）として適任であると判断し、引き続き取締役
候補者としております。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（５名）は、本総会終

結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員

である取締役を除く。）５名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査等委員会は特段の意見がない旨を確

認しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであ

ります。
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

２

やま

山

 

　
だ

田

 

　
けい

啓

 

　
すけ

輔
(昭和46年10月４日生)

平成６年４月 ㈱オーエスジーコーポレーション
（現当社）入社

平成15年８月 当社営業部長
平成23年２月 当社西日本担当営業本部長
平成25年３月 ㈱ウォーターネット代表取締役社

長
平成25年４月 当社取締役
令和３年４月 当社代表取締役社長（現任）
令和５年４月 ㈱銀座仁志川取締役（現任）

11,730株

【候補者とした理由】
山田啓輔氏は、平成25年３月より子会社の代表取締役社長を務め、令和３年４月よ
り当社代表取締役社長を務めるなど、当社グループでの企業経営並びに営業部門に
関する豊富な経験と見識を有していることから、当社取締役（監査等委員である取
締役を除く。）として適任であると判断し、引き続き取締役候補者としておりま
す。

３

みぞ

溝

 

　
ばた

端

 

　
まさ

雅

 

　
とし

敏
(昭和43年２月６日生)

昭和61年４月 ㈱大阪三愛（現当社）入社
平成10年２月 当社取締役事業部長
平成12年１月 ㈱ジーエーティ研究所取締役

（現任）
平成19年４月 当社代表取締役社長
平成19年９月 ㈱ウォーターネット取締役
平成21年２月 ㈱ニチデン（現㈱ＯＳＧウォータ

ーテック）代表取締役社長
平成28年３月 ㈱ＯＳＧウォーターテック取締役
平成29年４月 ㈱ＯＳＧコミュニケーションズ代

表取締役社長
平成29年９月 欧愛水基環保科技（蘇州）有限公

司（現欧愛水（上海）環保科技有
限公司）董事長（現任）

令和３年３月 ㈱ＯＳＧウォーターテック代表取
締役社長（現任）

令和３年４月 当社取締役副会長
令和４年４月 ㈱銀座仁志川取締役
令和５年４月 当社取締役（現任）

18,270株

【候補者とした理由】
溝端雅敏氏は、平成19年４月から令和３年４月まで当社の代表取締役社長を務め、
令和３年３月より子会社の代表取締役社長を務めるなど、当社グループでの企業経
営並びに営業部門に関する豊富な経験と見識を有していることから、当社取締役
（監査等委員である取締役を除く。）として適任であると判断し、引き続き取締役
候補者としております。
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

４

おお

大

 

　
がき

垣

 

　
まさ

雅

 

　
ひろ

宏
(昭和45年４月26日生)

平成６年４月 ㈱オーエスジーコーポレーション
（現当社）入社

平成15年８月 当社営業部長
平成23年２月 当社東日本担当営業本部長
平成25年３月 当社営業本部長
平成25年４月 当社取締役
平成27年８月 当社取締役事業部長
平成31年４月 ㈱ＯＳＧコミュニケーションズ取

締役
令和３年３月 ㈱ＯＳＧウォーターテック取締役

（現任）
令和３年４月 当社取締役営業本部長（現任）

11,160株

【候補者とした理由】
大垣雅宏氏は、令和３年４月より当社の取締役営業本部長を務めており、当社グル
ープでの営業部門に関する豊富な経験と見識を有していることから、当社取締役
（監査等委員である取締役を除く。）として適任であると判断し、引き続き取締役
候補者としております。

５

やす

安

 

　
おか

岡

 

　
まさ

正

 

　
ひこ

彦
(昭和43年11月８日生)

昭和62年４月 ㈱大阪三愛（現当社）入社
平成24年４月 ㈱ＯＳＧコミュニケーションズ監

査役
平成25年４月 当社業務部長
平成27年２月 当社経理部長
平成28年８月 当社財務部長
令和２年４月 当社取締役管理部長（現任）
令和３年４月 ㈱ウォーターネット監査役（現

任）
令和５年４月 ㈱ＯＳＧウォーターテック監査役

（現任）

1,500株

【候補者とした理由】
安岡正彦氏は、令和２年４月より当社の取締役管理部長を務めており、当社グルー
プでの管理部門における豊富な経験と知識を有していることから、当社取締役（監
査等委員である取締役を除く。）として適任であると判断し、引き続き取締役候補
者としております。

（注）上記候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
以上
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地図

株主総会会場ご案内図

会場　　　　〒530-0043　大阪市北区天満一丁目26番３号

　　　　　　当社本社　９階会議室

　06-6357-0101

状況に応じて、第２会場へご案内させていただく場合がござ

いますので、ご了承くださいますようお願い申し上げます。

ＯＭＭ

象印

東天満交差点

天満橋

帝国ホテル

ＯＡＰ

当社本社

ロイヤルホスト

ファミリーマート

（８号出口）

三井住友銀行

国道１号線

大川

りそな銀行

地下鉄谷町線・京阪天満橋駅・出口

天
神
橋
筋
商
店
街

Ｊ
Ｒ
東
西
線･

大
阪
天
満
宮
駅

地
下
鉄･

南
森
町
駅
出
口

三菱ＵＦＪ銀行

交通機関　地下鉄・京阪天満橋駅、地下鉄南森町駅より徒歩約８分

ＪＲ大阪天満宮駅より徒歩約７分


